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クロサカ タツヤ
オリジネーター・プロファイル技術研究組合 事務局長

慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任准教授

【略歴】

1999年慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科修了。三菱総合研究所を経て、2008年に株式会社 企（くわ
だて）を設立。通信・放送セクターの経営戦略や事業開発などのコンサルティングを行うほか、総務省、経
済産業省、OECD（経済協力開発機構）などの政府委員を務め、政策立案を支援。2016年からは慶應義塾大学
大学院特任准教授、2024年からジョージタウン大学客員研究員を兼務。近著『5Gでビジネスはどう変わるの
か』（日経BP社、単著）、『生成AI時代の教養 技術と未来への21の問い』（風涛社、共著）。

【主な役職等】
- 経済協力開発機構(OECD) DFFT専門委員会 委員（2024年～）
- 一般社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNIC）理事（2024年～）
- オリジネーター・プロファイル技術研究組合 事務局長（2022年～）
- 総務省 デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会 デジタル広告ワーキンググループ 構成員

（2024年～）
- 情報通信審議会 情報通信技術分科会 IPネットワーク設備委員会 非常時における事業者間ローミング等に関する検討作

業班 構成員（2024年～）
- 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 放送システム委員会 NHK配信用設備作業班 構成員（2024年～）
- 経済産業省 令和5年度 Web3.0・ブロックチェーンを活用したデジタル公共財等構築実証事業 有識者委員会（アドバイ

ザリーボード）座長（2024年～）
- 総務省 電気通信事故検証会議 構成員（2022年～）
- 総務省 消費者保護ルールの在り方に関する検討会 構成員（2021年～）
- 総務省 ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合 委員（2016年～）
- 公正取引委員会 デジタルスペシャルアドバイザー（2021年～）、他



インターネット空間には、喫緊の課題が数多く存在します

情報の真偽

多業者介在による
広告取引の不透明性

広告の不正取引

FAKE?FACT?

Digital advertising transparency

Where is the money going?
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フィッシング詐欺、なりすまし 生成AIにより、真偽の見分けが
よりつかなくなる可能性

望まないサイトに
広告が掲載されてしまうリスク



官公庁から企業まで、様々な法人がリスクに晒されています
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※ 読売新聞に掲載された記事およびGoogleの検索結果から作成しました
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なぜインターネットが「信じられる」と思ってしまうのか

Layer OSI参照モデル IPセットモデル プロトコルの例

7 アプリケーション層

アプリケーション層

HTTP,FTP,SMTP…

6 プレゼンテーション層 FTP(ascii)…

5 セッション層 SSL/TLS…

4 トランスポート層 トランスポート層 TCP,UDP,QUIC…

3 ネットワーク層 ネットワーク層 IP,ICMP…

2 データリンク層 アクセス層 Ethernet, PPP, ATM…

1 物理層 物理層 UTP,光ファイバ,無線…

何が、

どこで、

何のために、

トラストを

担保している？
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「信じる」とはどういうことか

Trusted Webが目指すトラストの姿

事実の確認をしない状態で、

相手先が期待したとおりに振る舞うと信じる度合い
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「情報を信じる」とはどういうことか

• 情報の信頼性を担保する根拠は、情報の発信者
が実在し、発信者に適切なインセンティブがあ
ることを確認することである。

• 次に、発行者の業務手順が適切に実施されてい
ること、発行者がその業務に責任を持っている
ことを検証する必要がある。

• さらに、情報が正確であるか、誤りがあれば即
時に訂正できるかによって、その品質が決まる。

誤情報
ではないか？

パブリッシャーの
業務フローは適正か？
パブリッシャーは

情報を保証できるか？

誰が情報を発信しているのか？
発信者のインセンティブは適正か？

OPがターゲットとしている領域
これらを「エンドユーザがその求めに応じて直接検証できる」ことを目指す
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コンテンツの発信元証明が必要だと考える人は90％にのぼります



2022年7月8日付朝刊

9

ＯＰ技術研究組合
理事長 村井純

これらの課題を解決するために、
OP技術の開発を進めています



ウェブコンテンツに「コンテンツ発信者の真正性」を付与

詐称不可能な形でウェブコンテンツにIDを付与し、ウェブに流通させる技術です。
コンテンツ発信者が誰なのかがわかります。

拡散しよう

フェイクニュースを
流そう

感染者が徐々に減ってきたな

東京都で新たに１００万人コロナ感染・・・全国的に
感染大爆発 読売が発出した

証拠がつかない

※ X社などSNS各社の協力が前提です

※ 配信先企業の協力が前提です

読売OP

※ 現時点の想定です

SNS

SNS
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Why ウェブコンテンツ？

サイト全体の運営者
LINEヤフー

記事コンテンツの発信者
読売新聞社

広告の発信者
ラクスル
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詐称ができない仕組み

OP利用者
（企業など）

OPレジストリ
（実験段階はOPCIPが運営）

企業そのものに関する情報
企業名

ドメイン
所在地

企業理念・編集方針
業界団体

第三者認証

などを想定

ユーザー
（ブラウザ）

④発信するコンテンツに、
OPとセットになるCA（Content 
Attestation、
コンテンツ単体に関する情報）
を登録

第三者機関

①組織情報を登録

③確認した登録内容を参照する
ためのOPを発行・取得

⑤コンテンツにOPとCAデータ
のセットをつけて配信

②登録内容を確認

登録内容を第三者機関が確認
するので、登録内容の詐称が
できない。

OPとCAデータをセットにしない
と機能しないので、片方だけを入
手しても詐称できない。

発行先が登録者であることを
電子的に確認するので詐称が
できない。
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参加企業・団体
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